
議案第１９号

渋川市自然環境、景観等と太陽光発電設備設置事業との調和に関する条例

の一部を改正する条例を次のように制定する。

令和５年２月２７日提出

渋川市長 髙 木 勉

渋川市自然環境、景観等と太陽光発電設備設置事業との調和に関

する条例の一部を改正する条例

渋川市自然環境、景観等と太陽光発電設備設置事業との調和に関する条例

（令和元年渋川市条例第２０号）の一部を次のように改正する。

第３条第１号中「電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関す

る特別措置法」を「再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置

法」に、「第２条第３項」を「第２条第２項」に、「同条第４項第１号」を

「同条第３項第１号」に改める。

第９条第３項中「第８条」を「前条」に改める。

第１２条第５項中「及び」を「、及び」に改める。

第１４条第１項第４号中「宅地造成等規制法」を「宅地造成及び特定盛土

等規制法」に改め、同項第９号中「電気事業者による再生可能エネルギー電

気の調達に関する特別措置法」を「再生可能エネルギー電気の利用の促進に

関する特別措置法」に改め、同条第３項中「会議」を「議」に改める。

第１９条第２項中「変更の許可内容」を「変更の許可の内容」に改める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１４条第１項第４号の改

正規定は、令和５年５月２６日から施行する。

理 由

電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措置法及び

宅地造成等規制法の一部改正に伴い、所要の改正をしようとするものである。



渋川市自然環境、景観等と太陽光発電設備設置事業との調和に関する条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表
（傍線の部分は改正部分）

改 正 案 現 行

（定義） （定義）

第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定 第３条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 めるところによる。

（１） 太陽光発電設備 再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する （１） 太陽光発電設備 電気事業者による再生可能エネルギー電気の調

特別措置法 （平成２３年法律第１０８号）第２条第２項に規 達に関する特別措置法（平成２３年法律第１０８号）第２条第３項に規

定する再生可能エネルギー発電設備（送電に係る電柱等を除く。）であ 定する再生可能エネルギー発電設備（送電に係る電柱等を除く。）であ

って、同条第３項第１号の太陽光を再生可能エネルギー源とするものを って、同条第４項第１号の太陽光を再生可能エネルギー源とするものを

いう。 いう。

（２）～（７） （略） （２）～（７） （略）

（保全地区） （保全地区）

第９条 （略） 第９条 （略）

２ （略） ２ （略）

３ 市長は、前条 に規定する保全地区の指定を行ったときは、規則で定め ３ 市長は、第８条に規定する保全地区の指定を行ったときは、規則で定め

るところにより、その旨を告示するものとする。この場合において、当該 るところにより、その旨を告示するものとする。この場合において、当該

指定は、当該告示によってその効力を生ずるものとする。 指定は、当該告示によってその効力を生ずるものとする。

（事前協議等） （事前協議等）

第１２条 （略） 第１２条 （略）

２～４ （略） ２～４ （略）

５ 事業者は、第２項の規定により標識を設置し、又は近隣住民等への説明 ５ 事業者は、第２項の規定により標識を設置し、又は近隣住民等への説明

会を開催したとき、第３項の規定による意見の申出があったとき、及び前 会を開催したとき、第３項の規定による意見の申出があったとき及び 前

項の規定により協議を行ったときは、規則で定めるところにより、市長に 項の規定により協議を行ったときは、規則で定めるところにより、市長に

報告しなければならない。 報告しなければならない。

（許可の基準） （許可の基準）

第１４条 市長は、前条第１項の規定による許可の申請があった場合におい 第１４条 市長は、前条第１項の規定による許可の申請があった場合におい

て、当該申請が次の各号のいずれにも該当すると認めるときでなければ、 て、当該申請が次の各号のいずれにも該当すると認めるときでなければ、

同項の許可をしてはならない。 同項の許可をしてはならない。

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略）

（４） 事業の完了時における事業区域の高さ、法面の勾配、造成を行う （４） 事業の完了時における事業区域の高さ、法面の勾配、造成を行う
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面積等の造成計画が宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第 面積等の造成計画が宅地造成等規制法 （昭和３６年法律第

１９１号）、都市計画法その他関係法令（次号及び第６号において「関 １９１号）、都市計画法その他関係法令（次号及び第６号において「関

係法令」という。）及び規則で定める基準に適合していること。 係法令」という。）及び規則で定める基準に適合していること。

（５）～（８） （略） （５）～（８） （略）

（９） 設置する太陽光発電設備が電気事業法（昭和３９年法律第１７０ （９） 設置する太陽光発電設備が電気事業法（昭和３９年法律第１７０

号）、再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法 号）、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に関する特別措

その他関係法令の基準に適合していること。 置法その他関係法令の基準に適合していること。

（１０） （略） （１０） （略）

２ （略） ２ （略）

３ 市長は、前条第１項の規定による許可をする場合においては、あらかじ ３ 市長は、前条第１項の規定による許可をする場合においては、あらかじ

め前２項に掲げる事項について、第２１条に規定する渋川市太陽光発電設 め前２項に掲げる事項について、第２１条に規定する渋川市太陽光発電設

備設置審議会の議 を経なければならない。 備設置審議会の会議を経なければならない。

４ （略） ４ （略）

（完了の届出等） （完了の届出等）

第１９条 （略） 第１９条 （略）

２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、速やかに、第１３条第 ２ 市長は、前項の規定による届出があったときは、速やかに、第１３条第

１項の規定による許可又は第１５条第１項の規定による変更の許可の内容 １項の規定による許可又は第１５条第１項の規定による変更の許可内容

（次項において「許可内容」という。）に適合していることを検査し、そ （次項において「許可内容」という。）に適合していることを検査し、そ

の結果を許可事業者に通知するものとする。 の結果を許可事業者に通知するものとする。

３ （略） ３ （略）
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